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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年４月期第１四半期 16,718 10.2 1,642 △2.7 1,564 △5.2 995 △6.3

2026年４月期第１四半期 15,177 14.2 1,687 15.3 1,650 13.7 1,062 30.6

（注）包括利益 2027年４月期第１四半期 947百万円（△16.2％） 2026年４月期第１四半期 1,131百万円（8.7％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年４月期第１四半期 45.61 45.13

2026年４月期第１四半期 48.78 48.42

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年４月期第１四半期 36,068 9,893 27.3

2026年４月期 41,071 12,064 23.9

（参考）自己資本 2027年４月期第１四半期 9,858百万円 2026年４月期 9,831百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年４月期 － 0.00 － 41.00 41.00

2027年４月期 －

2027年４月期（予想） 0.00 － 62.00 62.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 66,000 5.2 7,250 5.2 6,950 5.0 4,500 8.3 206.20

１．2027年４月期第１四半期の連結業績（2026年５月１日～2026年７月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2027年４月期の連結業績予想（2026年５月１日～2027年４月30日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

当社は年次での業務管理を行っておりますので、第２四半期（累計）の連結業績予想の記載を省略しております。

詳細は、添付資料Ｐ．５「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧く

ださい。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年４月期１Ｑ 23,414,000株 2026年４月期 23,414,000株

②  期末自己株式数 2027年４月期１Ｑ 1,588,492株 2026年４月期 1,591,685株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2027年４月期１Ｑ 21,823,425株 2026年４月期１Ｑ 21,782,426株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（義務）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての

注意事項等については、添付資料Ｐ．５「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説

明」をご覧ください。
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使用名称 正式名称 説　　明

web３ web３
巨大プラットフォーマーを介さずに、ユーザー同士で直接デ
ータやコンテンツ等のやり取りができる分散型の次世代イン
ターネットの概念

Trusted Web Trusted Web

内閣官房デジタル市場競争本部が発表している「Trusted 
Webホワイトペーパー」の中で提唱される「Webで流通される
情報やデータの信頼性を保証する仕組み」に関する概念
特定のサービスに過度に依存せずに、データの検証及びその
データのやり取りを検証できる領域を拡大し、Trust（信
頼）を向上する仕組み

非中央集権型ID（DID） Decentralized Identity
「分散型ID」とも呼ばれ、ブロックチェーンなどの技術を用
いて個人が自身のIDを自分自身でコントロールし、必要な情
報だけを必要な範囲で共有することができるIDの仕組み

Web2.0 Web2.0
ユーザーがインターネット上で生成したコンテンツを、SNS
など中央集権型のプラットフォームを通じて共有・配信でき
るインターネットの形態

AI Artificial Intelligence
計算機（コンピュータ）を用いて、人間の知的行動を研究ま
たは行わせる技術

DX Digital Transformation
データとデジタル技術を活用して製品やサービス、ビジネス
モデル等を変革すること

５G ５th Generation 第５世代移動通信システムの略称で、次世代通信規格の１つ

MVNO
Mobile Virtual Network 
Operator

仮想移動体通信事業者

IoT Internet of Things
モノに通信機能を持たせてモノ同士が相互通信することによ
り、ヒトが介在することなく自動認識や自動制御などが行え
る仕組み

MVNE
Mobile Virtual Network 
Enabler

MVNOの支援事業者

クラウド Cloud Computing
ソフトウエア等をネットワーク越しに利用者に提供する仕組
みやそのデータが蓄積・運用されているデータセンターやサ
ーバー群の総称

報告セグメント名 主なサービス

５Gインフラ支援事業

・ISP向け事業支援サービス

・MVNO向け事業支援（MVNE）サービス

・法人向けクラウドサービス

５G生活様式支援事業

・個人向けモバイル通信関連サービス

・個人向けインターネット接続関連サービス

・集合住宅向けインターネット接続関連サービス

・不動産関連サービス

・web３関連プラットフォーム

企業・クリエイター５G DX支援事業

・インターネットマーケティング関連サービス

・アドテクノロジー関連サービス

・クリエイター向け支援プラットフォーム

１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

「当四半期の経営成績の概況」において使用する名称の正式名称及びその説明は、下記のとおりです。

各報告セグメントの事業内容は、下記のとおりです。
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当社グループは、2026年10月６日公表の特別調査委員会による調査報告書における指摘及び提言を厳粛に受け

止めております。本件により、株主の皆様、お取引先様、その他のステークホルダーの皆様にご心配をおかけし

ましたことを心よりお詫び申し上げます。当該調査報告書の内容を踏まえ、再発防止策の着実な実行とコーポレ

ート・ガバナンス及び内部管理体制の強化に取り組んでまいります。また、健全かつ透明性の高い経営体制の構

築を進め、株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆様からの信頼回復に努めてまいります。

2027年４月期においては、売上高660億円、営業利益72.5億円を目標とし、その達成に向けて、当社グループ

の総力を集結し、事業領域の拡大を推し進めてまいります。

当第１四半期連結累計期間においては、米国の関税を含む通商政策の影響や物価上昇の継続等による消費者マ

インドの下振れ、原材料・エネルギー価格の高止まりなど、依然として先行き不透明な状況が続いています。

一方で、生成AIをはじめとする先端技術への投資意欲の高まりや、業種・業態を問わず加速するDX化の進展を

背景に、国内のIT市場環境は堅調な成長を続けております。また、５Gの普及とともに、インターネットサービ

スにおいては従来のWeb2.0（中央集権型）からweb３（非中央集権型）へという新しい概念が登場し、非中央集

権的なインフラやサービスを活用した新たなビジネスの創出が国内外で活発化しています。

同連結累計期間の売上高は、前年同四半期比10.2％増と中期経営計画『SiLK VISION 2027』で掲げている売上

高CAGR指標を上回った一方、営業利益はグローバル事業基盤の構築等に係る先行投資の影響もあり、前年同四半

期比2.7％減となりました。

そして、ソフトバンク株式会社との資本業務提携及び株式会社ギガプライズ（以下、「ギガプライズ」）の完

全子会社化により、固定回線のグループ内共同調達やweb３技術基盤を活用した共同開発等を進めるとともに、

人材データベースの構築、CMS導入、IT基盤の統合・連携等によるグループ経営基盤の高度化に取り組んでおり

ます。

さらに、通信事業を中核としてきた当社グループは、創業以来20年以上にわたり構想・開発を続けてきた完全

web３実装型の基盤技術「Portfolia」をベースとしたデジタルウォレットの活用により、様々な非中央集権型の

プラットフォームを創出してまいります。当第１四半期連結累計期間においても、web３型PHRのサービス化やエ

ンターテインメント領域での協業に向けた取り組み等を進めております。当社グループが持つweb３／AIという

最先端テクノロジーを社会に実装することで、社会課題の解決に貢献するとともに、「Platformers Maker」と

して高収益かつ持続可能な事業体への変革を目指してまいります。

また、当社グループは、中核企業の社名を組み合わせた「One freebit～Giga-speed for freedom～」をスロ

ーガンとし、非中央集権型の自由な社会の実現と、全ての人がより自由でオープンな世界を誰よりも速く体験で

きる未来を目指し、常識を超えたスピードで前進し続けてまいります。

各報告セグメントの経営成績は、次のとおりです。

①　５Gインフラ支援事業

固定回線網においては、働き方や生活スタイルの変化に伴い、自宅でのオンライン動画の視聴やゲームをは

じめとしたリッチコンテンツ及びSNSの利用等の増加、テレワークやオンライン学習の普及などに伴うオンラ

イン形式の会議や学習の一般化により、インターネットを介した多くのサービスの利用増加が継続しており、

それによって回線利用量が増加することでネットワーク原価の高止まり基調が続いています。

モバイル回線網においては、大手モバイル通信キャリアによる格安プランの提供やサブブランドでの展開が

独自型MVNOサービス事業者の成長に影響を与える傾向が続いておりますが、IoTやインバウンド向けの利用が

増加するなど、モバイル市場全体としての成長は継続しており、今後も拡大していくと捉えています。

このような状況のもと、５Gインフラ支援事業においては、MVNEとしてのMVNO向け事業支援サービスの規模

拡大が堅調に推移したことにより、売上高が増加しました。一方、セグメント利益については、同サービスの

利用増による増益効果があったものの、品質向上を目的とした共用帯域増速に伴う費用や、人材強化等による

共通費の増加等がこれを上回りました。この結果、売上高は3,084,344千円（前年同四半期比7.5％増）、セグ

メント利益は467,207千円（前年同四半期比6.2％減）となりました。
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区分 売上高
セグメント利益
又は損失（△）

５Gインフラ支援事業 3,084,344 467,207

５G生活様式支援事業 7,330,010 1,040,220

企業・クリエイター５G DX支援事業 6,837,183 138,378

その他 － △5,804

調整額 △533,050 2,394

合計 16,718,488 1,642,396

②　５G生活様式支援事業

上述の「５Gインフラ支援事業」における説明のとおり、固定回線網サービス市場においては、ネットワー

ク原価は上昇しているものの、５G Homestyle（集合住宅向けインターネットサービス）につきましては、建

物の資産価値及び入居率の向上を目的とした高速ブロードバンド環境が標準化しつつあることに加え、テレワ

ークやオンライン学習、動画コンテンツ視聴等の利用がスタンダードなものとして認識されたことから、その

市場規模は今後も着実に成長していくものと考えられます。そのような事業環境を踏まえ、集合住宅向けイン

ターネットサービスや戸建賃貸住宅向けサービスに加え、防犯・監視クラウドカメラサービスといったセキュ

リティ関連サービスなどへと提供範囲を拡大し、さらなる収益基盤の拡充を図りました。

５G Homestyle（集合住宅向けインターネットサービス）を提供するギガプライズは、新築物件及び既存物

件ともにサービス提供戸数を伸ばし、集合住宅向けISPサービスの提供戸数は、前連結会計年度末146.5万戸か

ら3.7万戸増加し、2026年７月末時点で150.2万戸となりました。また、クラウドカメラサービスの導入台数も

順調に増加しました。

５G Lifestyle（個人向けのモバイル通信サービスやインターネット関連サービス）では、当社グループが

提供する独自のテクノロジーを活用したスマートフォンサービス「トーンモバイル」で培った技術やサービス

を自社以外のスマートフォンや幅広い機器でも利用可能とし、IoTを始めとした他分野へと展開していく

「TONE IN」戦略を推進しております。当第１四半期連結累計期間においては、「TONE-IN SDK」の外部展開を

進め、ソフトバンク株式会社との共同開発による「家族サポート」が同社の「かんたんスマホ５」に搭載され

るなど、Age Tech領域での社会実装を進めました。

このような状況のもと、５G生活様式支援事業においては、主に５G Homestyle（集合住宅向けインターネッ

トサービス）のサービス提供戸数増加が売上高及び利益の拡大に寄与し、TONE事業の業務改善による費用減も

利益を押し上げました。この結果、売上高は7,330,010千円（前年同四半期比5.9％増）、セグメント利益は

1,040,220千円（前年同四半期比13.3％増）となりました。

③　企業・クリエイター５G DX支援事業

連結子会社である株式会社フルスピード及び株式会社フォーイットを中心に展開するインターネットマーケ

ティング、アドテクノロジーサービスにおいては、消費者のデジタルシフトを背景に、国内のアフィリエイト

事業を中心として需要の取り込みが堅調に推移しました。また、グローバル事業においては、成長市場を軸と

した事業拡大に向けた事業基盤の構築及び先行投資を進めております。

また、５G／web３時代におけるファンコミュニティの形成とクリエイターエコノミー（クリエイターが自ら

のスキルによって収益化をおこなう経済圏）の拡大を目指したクリエイタープラットフォーム「StandAlone」

についても、「Portfolia」を基盤としたプラットフォーム展開を進め、ファンエコノミー領域における収益

機会の拡大に向けた取り組みを継続しております。

このような状況のもと、企業・クリエイター５G DX支援事業においては、国内のアフィリエイト事業等を中

心に売上高が拡大しました。一方、グローバル事業基盤の構築に向けた先行投資や国内事業拡大に向けた取り

組みがセグメント利益に影響しました。この結果、売上高は6,837,183千円（前年同四半期比14.5％増）、セ

グメント利益は138,378千円（前年同四半期比49.1％減）となりました。

以上の結果、売上高は16,718,488千円（前年同四半期比10.2％増）、営業利益は1,642,396千円（前年同四半

期比2.7％減）、経常利益は1,564,949千円（前年同四半期比5.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

995,323千円（前年同四半期比6.3％減）となりました。

セグメント別売上高及びセグメント損益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　(単位：千円）
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（２）当四半期の財政状態の概況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は36,068,318千円となり、前連結会計年度末と比べて5,002,852千円減少

しました。これは主として、現金及び預金が5,227,238千円減少したことによるものです。

負債は26,174,948千円となり、前連結会計年度末と比べて2,831,279千円減少しました。これは主として、１年

内返済予定の長期借入金が423,243千円、未払金が273,481千円、未払法人税等が983,364千円及び長期借入金が

1,004,895千円減少したことによるものです。

純資産は、当社の連結子会社である株式会社LERZにおけるA種優先株式の取得及び消却による非支配株主持分の

減少等により、前連結会計年度末と比べて2,171,573千円減少の9,893,370千円となり、この結果、自己資本比率は

27.3％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2027年４月期の通期の連結業績予想につきましては、当第１四半期の業績が概ね想定通り推移しているため、

2026年10月28日に公表しました数値から変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2026年４月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,861,314 15,634,075

売掛金及び契約資産 9,565,889 9,492,335

商品 220,714 176,518

仕掛品 173,337 197,681

原材料及び貯蔵品 1,181,588 1,428,694

その他 3,442,726 3,434,607

貸倒引当金 △129,013 △120,733

流動資産合計 35,316,556 30,243,179

固定資産

有形固定資産 2,186,697 2,138,884

無形固定資産

のれん 70,109 450,801

ソフトウエア 531,704 506,647

その他 49,699 46,611

無形固定資産合計 651,513 1,004,060

投資その他の資産

投資有価証券 1,254,288 1,182,538

差入保証金 593,173 601,420

その他 1,298,843 1,129,266

貸倒引当金 △229,901 △231,031

投資その他の資産合計 2,916,403 2,682,193

固定資産合計 5,754,614 5,825,138

資産合計 41,071,171 36,068,318

負債の部

流動負債

買掛金 170,455 280,543

短期借入金 300,000 300,000

１年内返済予定の長期借入金 7,009,735 6,586,492

未払金 6,405,417 6,131,935

未払法人税等 1,381,324 397,959

引当金 419,007 324,894

その他 1,992,131 1,846,794

流動負債合計 17,678,071 15,868,620

固定負債

長期借入金 10,092,916 9,088,021

リース債務 283,383 239,666

役員退職慰労引当金 60,527 50,975

その他の引当金 83,876 112,122

退職給付に係る負債 84,879 85,924

その他 722,573 729,618

固定負債合計 11,328,156 10,306,327

負債合計 29,006,227 26,174,948

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2026年４月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年７月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,514,185 4,514,185

資本剰余金 26,855 31,684

利益剰余金 6,863,159 6,963,768

自己株式 △1,498,378 △1,495,372

株主資本合計 9,905,822 10,014,264

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △81,798 △129,494

為替換算調整勘定 7,236 △26,359

その他の包括利益累計額合計 △74,562 △155,853

株式引受権 28,341 34,959

非支配株主持分 2,205,342 －

純資産合計 12,064,943 9,893,370

負債純資産合計 41,071,171 36,068,318
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2025年５月１日
　至　2025年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2026年５月１日

　至　2026年７月31日)

売上高 15,177,682 16,718,488

売上原価 10,985,892 12,688,682

売上総利益 4,191,790 4,029,806

販売費及び一般管理費 2,504,561 2,387,409

営業利益 1,687,229 1,642,396

営業外収益

受取利息及び配当金 105 5,544

持分法による投資利益 72 65

為替差益 24,809 －

違約金収入 3,354 5,526

その他 4,681 9,775

営業外収益合計 33,024 20,912

営業外費用

支払利息 57,573 61,497

為替差損 － 20,013

その他 12,581 16,848

営業外費用合計 70,154 98,358

経常利益 1,650,098 1,564,949

税金等調整前四半期純利益 1,650,098 1,564,949

法人税、住民税及び事業税 422,703 362,405

法人税等調整額 115,418 173,309

法人税等合計 538,122 535,715

四半期純利益 1,111,976 1,029,234

非支配株主に帰属する四半期純利益 49,336 33,911

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,062,639 995,323

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2025年５月１日
　至　2025年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2026年５月１日

　至　2026年７月31日)

四半期純利益 1,111,976 1,029,234

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 18,708 △47,695

為替換算調整勘定 777 △33,595

その他の包括利益合計 19,486 △81,291

四半期包括利益 1,131,462 947,943

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,082,126 914,032

非支配株主に係る四半期包括利益 49,336 33,911

（四半期連結包括利益計算書）
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（単位：千円）

報告セグメント

その他

（注）１
合計５Gインフラ

支援事業

５G生活様式

支援事業

企業・クリエイ

ター５G DX

支援事業

売上高

外部顧客への売上高 2,400,263 6,879,232 5,898,186 － 15,177,682

セグメント間の内部売上高

又は振替高
469,234 39,611 75,754 － 584,601

計 2,869,498 6,918,844 5,973,940 － 15,762,283

セグメント利益又は損失（△） 498,299 917,781 271,956 △5,467 1,682,570

（単位：千円）

調整額

（注）２

四半期連結損益

計算書計上額

（注）３

売上高

外部顧客への売上高 － 15,177,682

セグメント間の内部売上高

又は振替高
△584,601 －

計 △584,601 15,177,682

セグメント利益又は損失（△） 4,658 1,687,229

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2025年５月１日　至　2025年７月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、スタートアップ投資育成事業を

含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額4,658千円には、セグメント間取引の消去等が含まれております。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（単位：千円）

報告セグメント

その他

（注）１
合計５Gインフラ

支援事業

５G生活様式

支援事業

企業・クリエイ

ター５G DX

支援事業

売上高

外部顧客への売上高 2,651,905 7,290,621 6,775,961 － 16,718,488

セグメント間の内部売上高

又は振替高
432,439 39,389 61,222 － 533,050

計 3,084,344 7,330,010 6,837,183 － 17,251,539

セグメント利益又は損失（△） 467,207 1,040,220 138,378 △5,804 1,640,001

（単位：千円）

調整額

（注）２

四半期連結損益

計算書計上額

（注）３

売上高

外部顧客への売上高 － 16,718,488

セグメント間の内部売上高

又は振替高
△533,050 －

計 △533,050 16,718,488

セグメント利益又は損失（△） 2,394 1,642,396

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2026年５月１日　至　2026年７月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、スタートアップ投資育成事業を

含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額2,394千円には、セグメント間取引の消去等が含まれております。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自  2025年５月１日

至  2025年７月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2026年５月１日

至  2026年７月31日）

減価償却費 163,278千円 119,611千円

のれんの償却額 5,312 19,307

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年11月６日

フリービット株式会社

取　締　役　会　御中

有限責任監査法人トーマツ

東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 澄　直 史

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙 山　朋 也

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 片 山　行 央

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているフリービット株式会社の2026年５月１日から2027年４

月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2026年５月１日から2026年７月31日まで）及び第１四半期連結累

計期間（2026年５月１日から2026年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

その他の事項

会社の2026年４月30日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表は、期中レビューが実施されていない。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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